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北海道企業管理規程第９号

北海道企業職員給与規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成 年 月 日

北海道公営企業管理者 梶 本 孝 博
北海道企業職員給与規程の一部を改正する規程

北海道企業職員給与規程（昭和 年北海道企業局管理規程第２号）の一部を次のように改
正する。
第９条第１項中「１万 円」を「１万 円」に改める。
第 条の４第３項第１号中、「 分の 」を「 分の 」に改め、同項第２号中

「 分の 」を「、６月に支給する場合においては 分の 、 月に支給する場合にお
いては 分の 」に改める。
別表第１及び別表第１の２を次のように改める。

別表第１（第３条関係）

発行 北 海 道
（総務部法制文書課）
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附 則

（施行期日）
１ この規程は、平成 年 月１日から施行する。
（経過措置等）
２ 平成 年 月に支給する期末手当に関する特例措置その他の経過措置については、北海
道職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）の例
による。

道 人 事 委 員 会 規 則

職務の級における最高の号俸を超える給料月額等を受ける職員の給料の切替え等に関する
規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道人事委員会委員長 泉 川 睦 雄
北海道人事委員会規則７

職務の級における最高の号俸を超える給料月額等を受ける職員の給料の切替え等に関
する規則

（職務の級における最高の号俸を超える給料月額の切替え等）
第１条 この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において職務の級における
最高の号俸を超える給料月額（北海道学校職員の給与に関する条例（昭和 年北海道条例
第 号。以下「学校職員給与条例」という。）別表第２の備考 又は市町村立学校職員給
与負担法に規定する学校職員の給与に関する条例（昭和 年北海道条例第 号。以下「市
町村立学校職員給与条例」という。）別表の備考 の規定の適用を受ける職員にあっては、
これらの規定（北海道学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成６年北海
道条例第 号）附則第 項の規定によりなおその効力を有するものとされる公立の義務教
育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置条例（昭和 年北海道条例第 号）第５
条第１項の規定の適用を受ける職員にあっては、当該規定を含む。）の適用がないものと

した場合の給料月額。以下この条において同じ。）を受けていた職員の施行日における給
料月額（以下「新給料月額」という。）は、次の式により算定した額とする。

施行日におけるその者の属する職務の級における最高の号俸の額とその１号俸下位の号
俸の額との差額
その者の施行日の前日における給料月額 施行日の前日におけるその者の属す
（以下「旧給料月額」という。） る職務の級における最高の号俸の額

×
施行日の前日におけるその者の属する職務の級における最高の号俸の額とその１
号俸下位の号俸の額との差額

＋ 施行日におけるその者の属する職務の級における最高の号俸の額

第２条 前条の規定により新給料月額を決定される職員に対する施行日以後における最初の
昇給規定（北海道職員の給与に関する条例（昭和 年北海道条例第 号）第５条第７項た
だし書、学校職員給与条例第６条第７項ただし書（市町村立学校職員給与条例第２条第２
項において準用する場合を含む。）、北海道地方警察職員の給与に関する条例（昭和 年
北海道条例第 号）第６条第７項ただし書、北海道職員の給与に関する条例等の一部を改
正する条例（平成 年北海道条例第 号）附則第２項及び第３項、北海道学校職員の給与
に関する条例の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）附則第２項及び第３項
（これらの規定を同条例附則第５項において準用する場合を含む。）並びに北海道地方警
察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）附則第２
項及び第３項の規定をいう。）の適用については、その者の旧給料月額を受けていた期間
（人事委員会の定める職員にあっては、人事委員会の定める期間）をその者の新給料月額
を受ける期間に通算する。
（任期付研究員条例第５条第４項の規定による給料月額の切替え）
第３条 施行日の前日において一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成 年北海
道条例第 号）第５条第４項の規定による給料月額を受けていた職員の新給料月額は、
その者の旧給料月額に対応する次の表の新給料月額欄に定める給料月額とする。

円

旧給料月額 新給料月額

円 円

（任期付職員条例第７条第３項の規定による給料月額の切替え）
第４条 施行日の前日において一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成 年北海道
条例第 号）第７条第３項の規定による給料月額を受けていた職員の新給料月額は、その
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者の旧給料月額に対応する次の表の新給料月額欄に定める給料月額とする。 いう。）附則第５項（市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給与に関する条
例の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）附則第２項において準用する場
合を含む。以下同じ。）及び北海道地方警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条
例（平成 年北海道条例第 号。以下「警察職員改正条例」という。）附則第５項の人
事委員会規則で定める職員は、平成 年６月に期末手当及び勤勉手当を支給された職員
（北海道職員の給与に関する条例（昭和 年北海道条例第 号。以下「道職員給与条例」
という。）、北海道学校職員の給与に関する条例（昭和 年北海道条例第 号。以下「学
校職員給与条例」という。）、市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給与に
関する条例（昭和 年北海道条例第 号。以下「市町村立学校職員給与条例」という。）、
北海道地方警察職員の給与に関する条例（昭和 年北海道条例第 号。以下「警察職員給
与条例」という。）及び北海道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和 年北
海道条例第 号。以下「企業職員給与条例」という。）の適用を受ける職員をいう。以下
同じ。）のうち、同月１日から同年 月１日（同月に支給する期末手当について道職員改
正条例第１条の規定による改正後の道職員給与条例第 条第１項後段若しくは第 条第６
項、学校職員改正条例による改正後の学校職員給与条例第 条第１項後段若しくは第 条
第７項（これらの規定を市町村立学校職員給与条例第２条第２項において準用する場合を
含む。以下学校職員給与条例の規定について規定する場合において同じ。）又は警察職員
改正条例による改正後の警察職員給与条例第 条第１項後段若しくは第 条第６項の規定
の適用を受ける職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日。以下「基準
日」という。）までの期間引き続き職員として在職した者（同年６月１日（同日前１箇月
以内に退職した職員であって、同月に支給された期末手当及び勤勉手当について道職員改
正条例第１条の規定による改正前の道職員給与条例第 条第１項後段、第 条の４第１項
後段若しくは第 条第６項、学校職員改正条例による改正前の学校職員給与条例第 条第
１項後段、第 条の４第１項後段若しくは第 条第７項若しくは警察職員改正条例による
改正前の警察職員給与条例第 条第１項後段、第 条の４第１項後段若しくは第 条第６
項の規定又は企業職員給与条例の適用を受ける者に係るこれらの規定に相当する規定の適
用を受けたものにあっては、当該退職した日）から基準日までの期間において、職員から
人事交流等により引き続いて次の各号に掲げる者となり、引き続き当該各号に掲げる者と
して勤務した後、引き続いて職員となった者であって、当該期間の全期間が職員として在
職した期間又は人事交流等により当該各号に掲げる者として勤務した期間であるものを含
む。）以外のものとする。

特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成 年法律第 号）第２条第２項
に規定する特定地方独立行政法人をいう。）の職員
地方公務員法（昭和 年法律第 号。以下「法」という。）第３条第３項第１号か

ら第３号までに規定する特別職に属する者で北海道に勤務するもの

旧給料月額 新給料月額

円 円

附 則

この規則は、平成 年 月１日から施行する。

平成 年改正条例の施行の日における昇格又は降格の特例に関する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道人事委員会委員長 泉 川 睦 雄
北海道人事委員会規則７

平成 年改正条例の施行の日における昇格又は降格の特例に関する規則
北海道職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）、

北海道学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）、
市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例
（平成 年北海道条例第 号）又は北海道地方警察職員の給与に関する条例の一部を改正
する条例（平成 年北海道条例第 号）の施行の日（平成 年 月１日）に昇格又は降格
をした職員については、当該昇格又は降格がないものとした場合にその者が同日に受けるこ
ととなる給料月額を同日の前日に受けていたものとみなして初任給、昇格、昇給等の基準に
関する規則（北海道人事委員会規則７ ）第 条又は第 条の規定を適用する。

附 則

この規則は、平成 年 月１日から施行する。

平成 年 月に支給する期末手当に関する特例措置に関する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道人事委員会委員長 泉 川 睦 雄
北海道人事委員会規則７

平成 年 月に支給する期末手当に関する特例措置に関する規則
（改正条例附則第５項第２号に掲げる額を調整額に含めない職員）
第１条 北海道職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第

号。以下「道職員改正条例」という。）附則第５項、北海道学校職員の給与に関する
条例の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号。以下「学校職員改正条例」と
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国 公務員
職員以外の地方公務員
公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成 年法律第 号）第
条第２項に規定する退職派遣者
公庫等職員（国 公務員退職手当法（昭和 年法律第 号）第７条の２第１項に規

定する公庫等職員及び特別の法律の規定により同項に規定する公庫等職員とみなされる
者をいう。）
（新たに職員となった者の改正条例附則第５項第１号の給料等の月額の算定の基準となる
日の特例）
第２条 道職員改正条例附則第５項第１号、学校職員改正条例附則第５項第１号及び警察職
員改正条例附則第５項第１号の人事委員会規則で定めるものは、平成 年４月１日から基
準日までの期間において、職員から人事交流等により引き続いて前条各号に掲げる者とな
り、引き続き当該各号に掲げる者として勤務した後、引き続いて職員となった者であって、
当該期間の全期間が職員として在職した期間又は人事交流等により当該各号に掲げる者と
して勤務した期間であるものとする。
２ 道職員改正条例附則第５項第１号、学校職員改正条例附則第５項第１号及び警察職員改
正条例附則第５項第１号の人事委員会規則で定める日は、平成 年４月２日から基準日ま
での期間における新たに職員となった日（当該期間において、職員が人事交流等により引
き続いて前条各号に掲げる者となり、引き続き当該各号に掲げる者として勤務した後、引
き続いて職員となった場合における当該日を除く。）のうち最も遅い日とする。
（在職しなかった期間等がある者の改正条例附則第５項第１号の月数の算定）
第３条 道職員改正条例附則第５項第１号、学校職員改正条例附則第５項第１号及び警察職
員改正条例附則第５項第１号の人事委員会規則で定める期間は、次に掲げる期間とする。

職員として在職しなかった期間（基準日まで引き続いて在職した期間以外の在職した
期間であって、平成 年４月１日から基準日までの間において、職員が人事交流等によ
り引き続いて第１条各号に掲げる者となり、引き続き当該各号に掲げる者として勤務し
た後、引き続いて職員となり、基準日まで引き続き在職した場合における当該各号に掲
げる者となる前の職員として引き続き在職した期間以外のものを含む。）
休職期間（法第 条第２項又は北海道職員等の分限に関する条例（昭和 年北海道条

例第 号）第１条の２の規定により休職にされていた期間（給料の全額を支給された期
間を除く。）をいう。）、専従休職期間（法第 条の２第１項ただし書又は地方公営企
業労働関係法（昭和 年法律第 号）第６条第１項ただし書に規定する許可を受けて
いた期間をいう。）、大学院修学休業期間（教育公務員特例法（昭和 年法律第１号）
第 条第１項に規定する大学院修学休業をしていた期間をいう。）、非常勤職員期間
（非常勤職員（法第 条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）

として在職した期間をいう。）、派遣期間（外国の地方公共団体の機関等に派遣される
北海道職員等の処遇等に関する条例（昭和 年北海道条例第１号）第２条第１項又は公
益法人等への北海道職員等の派遣等に関する条例（平成 年北海道条例第 号）第２条
第１項の規定により派遣されていた期間（給料の全額を支給された期間を除く。）をい
う。）又は育児休業期間（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第
号）第２条の規定により育児休業をしていた期間をいう。）
停職期間（法第 条の規定により停職にされていた期間をいう。）
道職員給与条例第 条ただし書、学校職員給与条例第 条ただし書、警察職員給与条

例第 条ただし書若しくは企業職員給与条例第 条第１項（同項括弧書に掲げる場合に
限る。）、北海道職員等の育児休業等に関する条例（平成４年北海道条例第３号）第
条若しくは企業職員給与条例第 条第２項、北海道職員の勤務時間、休暇等に関する条
例（平成 年北海道条例第３号）第 条第３項（同条例第 条第２項において準用する
場合を含む。）若しくは北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 年北
海道条例第 号）第 条第３項（同条例第 条第２項において準用する場合を含む。）
（市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例
（昭和 年北海道条例第 号）第２条において準用する場合を含む。）又は北海道職員
等の修学部分休業に関する条例（平成 年北海道条例第４号）第３条第１項若しくは北
海道職員等の高齢者部分休業に関する条例（平成 年北海道条例第５号）第３条第１項
の規定により給与を減額された期間
道職員給与条例第 条本文、学校職員給与条例第 条本文、警察職員給与条例第 条

本文又は企業職員給与条例第 条第１項（同項括弧書に掲げる場合を除く。）の規定に
より給与を減額された期間

２ 道職員改正条例附則第５項第１号、学校職員改正条例附則第５項第１号及び警察職員改
正条例附則第５項第１号の人事委員会規則で定める月数は、平成 年４月から同年 月ま
での各月のうち次のいずれかに該当する月の数とする。

前項第１号、第２号又は第４号に掲げる期間のある月
前項第３号又は第５号に掲げる期間のある月（前号に該当する月を除く。）であって、
その月について支給された給料の額が道職員改正条例附則第５項第１号、学校職員改正
条例附則第５項第１号及び警察職員改正条例附則第５項第１号に規定する合計額に
分の を乗じて得た額（以下「附則第５項第１号基礎額」という。）に満たないもの

（端数計算）
第４条 附則第５項第１号基礎額又は道職員改正条例附則第５項第２号、学校職員改正条例
附則第５項第２号及び警察職員改正条例附則第５項第２号に掲げる額に１円未満の端数を
生じたときは、これを切り捨てるものとする。
（雑則）
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第５条 この規則に定めるもののほか、平成 年 月に支給する期末手当に関する特例措置
の実施に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
附 則

この規則は、平成 年 月１日から施行する。

初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道人事委員会委員長 泉 川 睦 雄
北海道人事委員会規則７

初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則
初任給調整手当に関する規則（北海道人事委員会規則７ ）の一部を次のように改正

する。
別表を次のように改める。
別表（第６条関係）

附 則

この規則は、平成 年 月１日から施行する。

給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道人事委員会委員長 泉 川 睦 雄

職員の区分

期間の区分

第２条第１項
第１号の職を
占める職員

第２条第１項
第２号の職を
占める職員

第２条第１項
第３号の職を
占める職員

第２条第２項
の職を占める
職員

１ 年 未 満 円 円 円 円

１年以上２年未満

２年以上３年未満

３年以上４年未満

４年以上５年未満

５年以上６年未満

６年以上７年未満

７年以上８年未満

８年以上９年未満

９年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

年以上 年未満

備考
この表において期間の区分欄に掲げる年数は、採用の日又は第４条各号の職員
となった日以後の期間を示す。
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北海道人事委員会規則７

給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
給料の調整額に関する規則（北海道人事委員会規則７ ）の一部を次のように改正す

る。
別表第２を次のように改める。
別表第２ 調整基本額表（第３条関係）
ア 行政職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

１ 級 円

２ 級 円

３ 級 円。ただし、１号俸 円

４ 級 円

５ 級 円

６ 級 円

７ 級 円

８ 級 円

９ 級 円

級 円

級 円

イ 公安職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

１ 級 円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円

２ 級 円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円

３ 級 円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円

４ 級 円。ただし、１号俸 円

５ 級 円

６ 級 円

７ 級 円

８ 級 円

９ 級 円

級 円

ウ 海事職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

１ 級 円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円

２ 級 円

３ 級 円

４ 級 円

５ 級 円

エ 大学教育職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

１ 級 円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円、６号俸 円

２ 級 円。ただし、１号俸 円、２号俸 円、３号俸 円

３ 級 円。ただし、１号俸 円、２号俸 円

４ 級 円

備考 「大学教育職給料表」とは、北海道職員の給与に関する条例第４条第１項第３号
に規定する教育職給料表をいう。

オ 高等学校教育職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

１ 級
円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円、６号俸 円、７号俸 円、８号俸 円、
９号俸 円

２ 級
円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円、６号俸 円、７号俸 円、８号俸 円、
９号俸 円
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３ 級 円（北海道学校職員の給与に関する条例別表第２の備考 に定める
職員にあっては、 円）

４ 級 円

備考 「高等学校教育職給料表」とは、北海道学校職員の給与に関する条例第５条第１
項第２号に規定する教育職給料表をいう。

カ 中学校及び小学校教育職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

１ 級 円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円、６号俸 円

２ 級

円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円、６号俸 円、７号俸 円、８号俸 円、
９号俸 円、 号俸 円、 号俸 円、 号俸

円

３ 級

円（市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給与に関す
る条例別表の備考 に定める職員にあっては、 円）。ただ
し、１号俸 円（同表の備考 に定める職員にあっては、

円）

４ 級 円

備考 「中学校及び小学校教育職給料表」とは、市町村立学校職員給与負担法に規定す
る学校職員の給与に関する条例第２条第１項に規定する教育職給料表をいう。

キ 研究職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

１ 級
円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円、６号俸 円、７号俸 円、８号俸 円

２ 級
円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円

３ 級 円。ただし、１号俸 円

４ 級 円

５ 級 円。ただし、１号俸 円

１ 級 円。ただし、２号俸 円、３号俸 円

２ 級 円。ただし、１号俸 円

３ 級 円

４ 級 円

ク 医療職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

ケ 医療職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

１ 級 円

２ 級 円。ただし、２号俸 円

３ 級 円。ただし、１号俸 円、２号俸 円

４ 級 円

５ 級 円

６ 級 円

７ 級 円

コ 医療職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

１ 級 円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円、６号俸 円

２ 級 円。ただし、２号俸 円、３号俸 円、４号俸 円、５
号俸 円、６号俸 円、７号俸 円

３ 級 円。ただし、１号俸 円

４ 級 円

５ 級 円

６ 級 円

７ 級 円

附 則

この規則は、平成 年 月１日から施行する。

給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
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平成 年 月 日
北海道人事委員会委員長 泉 川 睦 雄

北海道人事委員会規則７

給与の支給に関する規則の一部を改正する規則
給与の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７ ）の一部を次のように改正する。
第 条の８第１号中「 分の 」を「 分の 」に、「 分の 」を「 分の 」

に改め、同条第２号中「 分の 」を「 分の 」に改める。
附 則

この規則は、平成 年 月１日から施行する。

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道人事委員会委員長 泉 川 睦 雄
北海道人事委員会規則７

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則
特地勤務手当等に関する規則（北海道人事委員会規則７ ）の一部を次のように改正

する。
第３条第３項に次の１号を加える。

前項各号に定める日が平成 年４月１日から同年 月 日までの間にある職員 同項
中「に受けていた」とあるのは、「に係る給料及び扶養手当について北海道職員の給与
に関する条例等の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）の施行の日にお
ける同条例第１条の規定による改正後の道職員給与条例及び北海道地方警察職員の給与
に関する条例の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）の施行の日におけ
る同条例による改正後の警察職員給与条例の規定によるものとした場合の」とする。
第５条第３項に次の１号を加える。

道職員給与条例第 条の３第１項及び警察職員給与条例第 条の３第１項に規定する
異動又は部局の移転の日が平成 年４月１日から同年 月 日までの間にある職員 前
項中「受けていた」とあるのは、「係る給料及び扶養手当について北海道職員の給与に
関する条例等の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）の施行の日におけ
る同条例第１条の規定による改正後の道職員給与条例及び北海道地方警察職員の給与に
関する条例の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）の施行の日における
同条例による改正後の警察職員給与条例の規定によるものとした場合の」とする。
附 則

この規則は、平成 年 月１日から施行する。

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額 円） 発 行 北 海 道
編 集 北海道総務部法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社


